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1.は じ め に

この論文の目的は、戦後 日本の対アジア通商政策の大きな流れを日本経済の復興 ・発

展 と結び付 けながら主 として経済の観点から概観することである。この問題をとくに取

り上げた視点はつぎの3つ の論点に集約できる。

第一は、日本の対アジア通商政策の流れを国内経済の復興 ・成長と関連づけなが ら整

理することである。

敗戦によってアジアの植民地 と経済支配関係 を失った日本は経済復興と成長に適進 し、

対外的には貿易立国を目標に国際社会への復帰をめざす。封鎖経済からの解除と自由化

が進展 してい くなかで、日本はIMF・ ガッ トに代表されるグローバルな通商体制への

参加を許される。 しか し、産業の国際競争力が脆弱であった日本としては、対外的な活

動の出発点をアジアに求めて行かざるを得なかった。そこで、賠償や援助による政府資

金 を後ろ楯にしなが ら、官民一体に協力体制を築 きなが らアジアに対する通商政策 を形

成 してい くこととなる。 ・・最近の東アジア地域では経済成長が加速 し、世界の成長セ

ンターとして浮上 し、次第に太平洋地域 も含めてアジアは一つのまとまった地域 として

認識 される傾向が顕著である。こうした地域主義の動きは従来のアジアに対する日本の

取 り組み方に対 して明 らかに新 しい問題 を提起 している。

もしそれが事実だとしたら、アジア向けの通商政策の軸はどのような過程をへて策定

され、また、それがグローバ リズムという大枠に縛 られながらもどのようにして独 自性

を確立 していったのか。

第二は、対アジア通商政策の携わった日本の関係者は、どこまでを 「アジア」 として

認識 し、その地理的な範囲はどう移 り変わってきたかという視点である。

敗戦直後、日本にとって中国を含めてアジアとの貿易関係が不可欠 と考えられたが、そ

の後共産中国の出現で、次第に 「アジア」 との実体的な関係 において中国が切 り放 され

た。そ して50年 代においては資源開発の分野で、インド、パキスタンなどの西アジア

の旧英連邦諸国との関係が重要性 を持 っていたが、やがてそれも低下する。逆に、賠償 ・

援助が拡大するなかで、日本と東南アジアとの貿易上のつながりが強まり、さらに19
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60年 代中盤以降、日本が先進国として自信 を深めるかなかで本格的に中国をのぞ くア

ジアに対する援助を積極化 し、加えて直接投資によって経済的な相互依存 を深めた。

こうした経過のなかで、アメリカの相対的な実力が低下 し、それが不可避 となるなか

日本が、単 にアジアを対象 とするのではな く、太平洋地域やさらに旧社会主義国を含め

た開発途上国の経済発展を積極的に支援することが重要な責務となっている。これまで

の東アジアに限定 した 「アジア」の認識から一歩進めて、より大 きな地域的な広が りの

なかで経済関係の再構築 を位置づけなが ら、リーダーシップを発揮することが求められ

ている。このような流れをどのように受け止め、今後の 日本はいかに対処 していけばよ

いのだろうか。

第三は、日本がアジア地域 との経済関係 を拡大する過程で、そのグラン ド・デザイン

を描 き、最終的な意思決定を行なったのは誰か という主体性の問題である。

戦前期の 日本では、陸海軍の構想が先行 し、そこに満州移民や満鉄、航空路線の開設

などの民間資本が導入され、国策 として対外進出が実現 しアジアの観念が形成されていっ

たとされる。これに対 して、戦後封鎖経済から再出発 した日本は、当初、占領軍 との交

渉上の窓口から、外務省やMITIな どに代表される政府関係者が主導権を握 った。し

か し、やがて民間貿易が再開され、さらに独立後、賠償 ・援助が実施 されるなかで、日

本企業が政府資金を背景にアジア市場に進出するのに伴って、民間セクターの活動範囲

が広がった。

1970年 代の変動 レー ト制の時代をへて自由化時代に入ると、政府は民間の市場経

済への介入を減 らす一方で、民間企業は直接投資 をつうじて積極的に海外へ進出するよ

うになる。1980年 代の中盤以降、急激な円高はこの動 きをさらに促進 し、アジア新

興工業国の経済発展を加速する。こうしてアジア域内で日本 との経済の相互浸透が深ま

り、モノ、カネ、技術、ヒトなどの出入 りが頻繁になってい くと、国境線の重要性が低

下している。経済の自由化が進んで当局の裁量性が狭 まる一方で、市場メカニズムの作

用す る余地が広がっているなかで、アジアに対する通商政策がどのような枠組みで形成

されてい くのだろうか。

第四に、日本の対アジア進出に対 しては、欧米諸国のリビジ ョニス トなどの強い批判

が行われているが、このような批判は十分な妥当性をもっているかどうかである。

例えば、先に通産省が経済協力白書が掲げた国際援助プランは、官民一体による 「産

業政策」の国際版であ り、日本文化によるアジア侵略 として知日派の学者、及び議会ス
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タ ッフの一部 の強い批 判 を浴びた ことがある。また、経済開発論 をめ ぐっては アメ リカ

型 ともい うべ き世銀 の市場 メカニズム重視 の路線 と、日本型経 済発展 モデ ルの考 え方 の

との対 比が取 り上げ られ る。 日 ・米 ・アジアの間の 「三角協力構想 」 は、 その ときどき

の政治勢力が思惑 か ら違 った意味 に解釈 し利用 しようとして きたが 、それが どの よ うな

系譜 か ら誕生 し、どの ような経過 をへ て現在 に至 っているか を整理 しよう。それ は最近

の 「開かれた地域主 義」 との関連 を解 き明かす うえで一つの糸 口になるであろ う。

以上 のような問題意識 を重視 しなが ら、戦後 のアジ ア地域 に対す る通 商政策 の大 きな

流れ を主 として経済 の側面 か ら概観 しよう。論 述 にあた っては、中北(1993)に 準

拠 して、統制 解除の時代、経 済成 長の時代 、経済大国の時代、 とい う3つ の時期 に大別

して論 及す る。

2.対 ア ジ ア 通 商 政 策 の 系 譜(1):統 制 解 除 の 時 代

(1945-1960年)

(1)賠 償 とその後

日本は敗戦によって占領軍(SCAP)の 指揮下におかれ、日本経済は封鎖状態にお

かれる。対外経済関係は全面的な統制の もとに置かれる。国内では、対アジア支配に大

きな役割を果た した財閥は解体され、資産が凍結 される。これによって、日本は対アジ

ア経済関係、日本の生命線、運命共同体とされたアジア市場、経済活動の源泉 となって

いた投資資産 をすべて失 なう。日本は戦前からの対アジア経済関係 をまった く喪失する

ことから再出発することを余儀な くされたのである(1)。

天然資源に乏 しく、人口調密な国情にあった日本がすべての海外植民地を失った以上、

経済的な存立を確立するためには、国際社会への復帰を目標 に掲げて貿易立国の道を選

択せざるを得ない。この意味で日本の復興開発とアジアの開発は相互補完的な関係にあ

り、不可分一体であった。

当時、貿易の管理は総指令部の指示にもとついて、政府が貿易庁 をとお して実施 して

お り、民間貿易は再開されていない。貿易の内訳に目を転 じると、日本 は輸出入 ともに

圧倒的に対米依存の傾向にあ り、輸入総額にしめる援助輸入は6、7割 に達 し、その大

半がアメリカか ら仰いでいた。通常輸入先はアメリカを除 くと、インド、パキスタン、中

国等のウェイ トが高 くなっており、貿易総額に しめる比率はいずれも2、3パ ーセン ト

だった(表1参 照)。
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中国大 陸 に共産政権が誕生す るのは1949年12月 であ ったが、これ より以前 の時

点 では中国 との提携 関係 を重視 するの は 自然 な発想 と して受 け止 め られていた。例 えば、

経済復 興計 画委員会 報告書(1949)は 、「東 亜の一体 としての経 済開発 を促進す る

ため に、東亜地域 に外 国の援助 に裏付 け られ た総合 開発計画 は実施 される ことが この復

興計画実現 の前提 と して不可欠であろ う。」と して、復興過程 におけ る、日本、アメ リカ、

アジア、3者 間の協力体制 の重要 さを強調 してい る。ここで注 目されるのは、「東亜」と

い う言葉 の中身であ る。戦前か らの延長戦 として、当時の 日本 人関係 者の意識の 中に、当

然 に中国を含 んでいた可能性 がある ことである。 しか し、その後 、中国が 日本 に とって

輸出可能 なマーケ ッ トでは な くな ることか ら、中国市場 を失 う代償 と して 「三角協力」と

い う発送が 浮上 して くるとい うのが実 態的な流れであった。

(2)独 立前後(冷 戦期)

1947年 末期 頃か ら、東西冷戦の表面化 とともにアメ リカは対 日政策の 目的 を日本

社 会の民主化 ・非軍事化か ら、復興 ・独 立へ と転換す る。 アメ リカは アジアの共産化阻

止 とい う観点か らアジアの経済 開発 を重視 し、このために 日本 の工業 力 を積極 的 に推進

し、活用 していったのである。

日本 の経済復興 を達成 する手段 として貿易 の重要性が高 ま り、47年8月 、民間貿易

の再 開、貿 易手続 きの簡素化 などの措置 が とられる。統制解除 によって民間の輸出が徐 々

に可 能 とな り、商社 が主 な担い手 と して、アジア との貿易 の順調 な回復 に貢献 してい く。

アジ ア貿易 の経験 は世界市場へ の進 出の道 しるべ とな り、この意味 で戦後 の貿易 の正常

化 は対 アジア貿易 を起点 に していたとい える。

さらに、1949年3月 、 ドッジ ・ライ ンの基本政策 として1ド ル=360円 の固定

レー トが決定 され、以後 日本経 済は 自由経 済の樹 立 をめ ざ して本格 的に踏み出そ うとす

る。

日本 が直面 した最大 の課題 は、いか に して経 済的 な 自立 を達成す るか であった。すな

わち、国内では ドッジ ・ライ ンが もた らした不況の なかで企業は合理化 を迫 られ、対外

的 には国際収支の天井 を高 くす るため、輸 出拡大 の方策 を探 るこ とが求 め られた。その

ため には東 南 アジアを日本の資 源供給先 な らびに輸 出市場 と して位置 づけ るべ しとの考

え方が浮上 して くる。

1950年6月 、朝鮮戦争が勃発 し、東西対立 は ここに決定的 になる。10月 、中国
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軍は越境 して戦争に介入する。中国との対立は激化する。12月 、アメリカの指示の も

とに戦略物資禁輸措置がとられ、対中貿易は、香港経由による間接貿易のルー トを除い

てほぼ全面的に禁止 という措置が取 られる(2)。

これを機にアメリカの反共姿勢は一気に強化され、軍拡 と共産化防止のための援助拡

大が推進される。アメリカは中国市場を遮断 された日本の産業をして東南アジアに振 り

向け、東南アジアの資源と日本の工業力 とを結び付けて、西側陣営 に引き込み、これを

以て、日本の経済復興に役立てるという考え方を強める。

当時、講和条約の締結交渉が進行中であった。この交渉で吉田首相は日本の経済発展

のためには中国との関係 を維持 ・拡大することが不可欠と考えてお り、平和条約の締結

にあたって北京 と国交を回復することを望んでいた。しか し、ダレス国務長官は、日本

が中国を正式に承認すれば議会ではサンフランシスコ条約に対する上院での承認が危 う

くなると警告 し、吉田首相が正統政府の選択するのを先送 りすることを封 じようとした。

吉田自身は、「日本の実業家たちは、中国について長い間の知識 と経験をもっているので、

中国の共産主義者に対する民主主義の側の最善の第五列となる」(吉 田1955)と 達

観 した見解 を述べている。

吉田の考え方はイギリス政府の姿勢 ともよく一致 していた。イギリスはすでに195

0年 、中華人民共和国の承認に踏み切っていたが、彼らは中国をソ連と一体の共産勢力

とはみなさず、一種の民族主義の発揚 ととらえ、よって中国を必ず しも敵視するに当 ら

ない とした。結局、吉田は日華平和条約の締結にあたっては中国側の正統な政府の解釈

をめ ぐって曖昧 さを残 しつつ、1951年11月 に片面講和の道を選択 し、将来におけ

る日本の対中国政策に選択の可能性(フ リーハン ド)を 残そうとした。

こうして対中禁輸措置が実施 され、また、講和条約の発効によって日本は台湾 を選択

していたが、それにもかかわらず日本の関係者にとって中国市場は魅力的であ り、冷戦

体制のもとにあっても日本は潜在的な関心を捨ててはいなかったことは注目に値する。実

際、中国大陸において共産党が政権 を樹立する1949年 か ら50年 にかけて、日本国

内では経済危機回避の突破口として中国貿易を望む圧倒的な声が聞かれた。また、SC

AP自 身も対 日占領の終結 とともに日本が食糧や工業原料を求めて中国大陸と 「自然な

貿易関係」を形成することは間違いない と予想 していたのである(3)。

しか し、軍事面で全面的なアメリカへの依存 していた日本 としては、対中封 じ込め政

策に同調せざるを得ず、その結果、日本は政経分離 とい う枠のなかで、中国本土 との経
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済交流 が民 間 レベ ルでつづ け られる(1952年6月 、第一次民 間貿 易協 定)。 アメ リカ

は 日本 が共産 ブロ ックへ なび くのではないか との強い懸念 を抱 き、中国 との貿 易再 開な

どの動 きを警戒 し、牽制す る という姿勢 を守 った。

現実 に中国 との貿易 の可能性 を奪 われ た 日本 は新 しい道 を模 索せ ざるを得 ない。アメ

リカ もアジア政策の一環 として、戦前 の中国市場 に代 わる市場 として東南 アジア貿易 の

促進 を重視 し、これ を通 じて経済 自立の努力 を要請す るようになる。この ようななかで

1951年 前半頃 には、 日本 の政財界で は東南 アジアに対す る関心が に高 ま り、東南 ア

ジアへ の進出の気 運が盛 り上が って くる。

例 えば、1951年5月 に発表 されたマー カ ッ ト声明では、日本が中国市場 を放棄す

るか わ りに、進 出先 を東南 アジアへ振 り向 け、 アメ リカは技術 、資本 を提供 して側 面援

助す る とい う考 え方が示 されていた。また、講和条約発効 とともに、着任 したマ ーフ ィー

駐 日大使 は、日本 の経済 自立 は 日米協 力 ・外資導入。貿易 の促進 によって達成 され るべ

きあ る とし、中国市場の喪失 による損 害 は、特需 ・新特需の発 注 、東南 アジアむけ援 助

資金 に よる買付 け、東南 アジアの 開発 な どに よって、埋め合 わ され るであ ろ うとした。

この ような 日 ・米 ・東南 アジア3者 か らな る 「三 角協力構想 」 は、ア ジア版 の 「マー

シャル ・プ ラン」 と して 日本 の経済界 や財界 に よって歓迎 される ようになる。 また、 ア

メ リカ側 で も経済協力最高会議 を設置 し、三 角連合体 の実現可能性 につ いて研究が重 ね

られ、総 指令部経済科学局 、ワシ ン トンを中心 に多数の報告書が発表 され る。

しか し、日米経済協力 の構想 はか け声 に終 わった形跡が強い。また、現 時点で振 り返 っ

てみ て も、「東南 アジ アが 日本 の対外経済地位 の うえか ら戦前 に くらべ て比率上大 きな重

要度 を もつ ことが認 め られ たが、アジア亜大 陸 を含 むこの地域が結果的 に中国に とって

代 わる とまと もに考 え られ た とは思われ ない」(ダ ウアー1991)と い う評価が おそ らく

支配的 であろ う。

アメ リカ側が本件構想 の具体化 に本腰 を入 れようとしなかったのはなぜ だろ うか。。そ

の理 由 と して、(1)欧 州 と くらべ てア ジア諸 国の開発 基盤 が脆 弱 と考 え ていた こと、

(2)英 米の経済界 と日本 の競合 関係 に入 る可能性が危惧 され たこ と、な どがあげ られ よ

う(波 多野1993)。 当時は、アメ リカの圧倒 的な経 済力 を背 景 に2国 間べ 一スで順

調 に進 んで いた。一方、東南 アジア側 は、旧来の敵対 国であ る日本 となぜ 一体 となって

経 済協 力 を進 あなければな らないのか とい う強い疑 問を もってお り、日本の戦時 中の残

虐行 為 をルーッ とす る請疑心 が深 く、この構想 は当然の ことなが ら流産 してい ったので
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あ る(ボ ーデン1960)。

こう して1951年 頃か ら、朝 鮮特需 ブームは終焉 し、アメ リカの対 日援助 は急減 を

初め、輸 出の低 下 も予想 されるようにな った。い よい よ経済関係 者の 間で は、産業合理

化 によって国際競 争力 を高め ることは 日本が国際社会で生 き残 る道である との認識が高

まる。

1953年 の秋以 降、日本 の国際収支 は悪化 し、外貨準備高 も翌年 まで減少 をつづけ

る。政府 は金融引締 め を余儀 な くされ、経 済は再びデ フレ状況 を しめす。反動不 況は安

定 した海外 市場の開拓の必要性 を関係 者の 間に痛感 させ る。

もっと も、エ コノミス トた ち、例 えば、経済審議庁の調査 官だ った大来(1962)が

アジア市場 と先進国市場の双方の 開拓 の可能性 を前提 に、年 間20億 ドル程度 の輸 出増

加 を見込 んでいた ことは特記 に値 しよう。 しか し、多 くの 関係者 はそれ を非現実 な見 方

だ と していた。実際 には、日本 の輸 出は1954年 には年 間16億 ドル程度 だった もの

が 、翌年 には20億 ドル を越 え、さらにその翌年 には25億 ドル を上回 った。以後、 こ

の趨勢 はつづ き、10年 後 の 日本 の輸出額 は98億 ドルに達 したが、その内訳 は、先進

国市場 と途上 国市場 とで半分ずつ となってい た(渡 辺1992)。 エ コノ ミス トの経 済

ダイナ ミズム をみ る鑑識 眼 には驚 嘆せ ざる を得 ない。

(2)講 和後 の 日本

講和後の 日本が直面 したアジア との最大 の懸案 は賠償問題であ った。サ ンフランシス

コ条約 は、 日本 の賠償 責任 を認 め、要求国 と日本 との個別交 渉に よ り役務賠償 を支払 う

ことが定め られてい た。難交 渉のすえ、1954年11月 にまず ビルマ との間で賠償:協

定 が締結 された、その後、 フィリピン(1956年)、 イン ドネシア(1958年)、 南

ベ トナム(1959年)と 同様 の協定が締結 される。さらに、賠償:を放棄 した ラオス(1

959年)、 カ ンボジア(1959年)と の 間で は、準賠償:として無償経 済協力協 定が結

ばれた。

こう して 日本 は合計で11力 国、総額15億 ドルを支払 う結果 とな り、1977年 ま

で続 く。賠償 は、普通 は 日本政府 が 日本企業 に対 して賠償額 に相当す る円貨 を支払 い、こ

の企業が受 け入 れ国に対 して現物支給、ない しは人的サー ビス を提供 する とい う形 をとっ

た(山 影1992)。 ここで現物支給の内容 は、主 として船舶、 トラ ック、火力発電 施

設 、工作機械 な どの資本 設備 やプ ラン ト、つ ま り資本財 の供給であ った。賠償 の形態 を
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めぐってはさまざまの議論があったが、基本的には日本の通常の輸出を妨げないこと、賠

償物資が第三国市場 に再輸出されないという条件が賠償協定に明記 された。

資本財による賠償は、国際競争力のまだ極めて脆弱だった造船、自動車、電機機械、鉄

鋼などの重工業産業の基盤 を強化する効果があ り、また、これらの重工業分野に加えて

建設、コンサルティング業 もふ くめた分野において日本企業が無競争で東南アジア市場

に進出するきっかけを与えた。

賠償はアジア外交の出発点になるとともに、中国市場 を失った日本が東南アジアに対

して天然資源 と市場の拡大を求めてい く場合の橋頭保であ り、他方、被賠償国にとって

は経済発展 と復興のための資金源とい う側面をもった。

賠償による外貨負担は年間700-800万 ドル程度で、支払い総額の0.1%に と

どまり、国際収支へのマイナスは小 さかったと考えられる。国民にとっての賠償負担は

一般会計予算の1%か ら2%に 達 していた(有 沢1976)
。 しか し、賠償は東南アジ

ア向け輸出に対する補助金の給付であり、その意味で輸出振興の役割を果たすことで 日

本経済が復興期から成長期へ移行する推進力 となった。 しかも、その後 日本経済が高度

成長へ移行することによって、こうした財政負担は年々軽減される。

1951年 、日本の戦後第一号の直接投資 として、インド向け鉄鉱石開発プロジェク

トが開始される。国内産業への開発輸入を目的とした資源 開発のための直接投資は、そ

の後、年間30件 程度にまでマレイシア、フィリピン、インドネシア向けに順次 に拡大

してい く。当時は貴重だった外貨を節約するために、外国為替がすべて政府に集中管理

され、輸入や対外投資のための外貨の使用は厳重な割当制のもとに置かれていた。よっ

て、これらの開発投資は民間のイニシアティブの もとに実行 されたのであるが、同時に

政府の暗黙の承認 と支援のもとに遂行 されたのであって、このような開発輸入 と輸出振

興とをセットにした経済協力は、官民一体のもとでアジアに対する経済協力体制が形成

される契機 となった。

さらに、政府は有償資金協力 を行 う。これ らの供与は、相手国に円借款か、クレジッ

トの供与かいずれかの形で、長期間にわたって生産物とサービスを提供する役割を果た

すのであって、この限 りでは実質的に賠償と一体であるといえる。最初に純粋な形で円

借款が行われたのは、インド(1953)に 対する円借款の供与である。その後、日本

は54年4月 にエカフェへ加入、続いて、10月 にはコロンボ計画に加盟する。国内で

は、日本輸出入銀行 に東南アジア開発協力基金が設置され、これは後のOECFの 母体
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とな ってい く。

この当時、アジアに対 す る多 国間協力の開始 とい う点で特記 しな くてはならないのが、

1954年 の 日本の コロ ンボ計画への参加 である。コロンボ計 画は、イ ン ド、パキス タ

ン、セイロ ンな ど旧英連邦諸 国 を対象地域 に対す る資金援助 を基盤 に、資金 的 ・技術的

に開発 途上国 を援助 し、その経済 開発 を促 進 しようとす るものであった。これは、 日本

が多 国間協力 の枠組み を使 って技術 協力 を実施す る きっか けを作 るととともに英連邦諸

国の対 日警戒心 を弱め うえで重要な役割 を果 たす。

当時 の 日本 は、ガ ッ トへの参加 をめ ざしていたが 、1953年 に 日本 の仮加入 は認 め

られた ものの、英連邦 の強い反対 の前 に正式加入 は棚上 げの状態 となってい た。戦前 日

本 は割安 な為替 レー トの下に欧米諸 国の植民地 に対 して大幅 に輸 出 を伸 長 させて、英 国

の繊維、雑貨 な どの商工業者の反発 をまねいた とい う経緯があ った。 また、満州事変以

降の 日本の現状破壊 的 な対外行動 は 日本が ルール を遵守 しない国家 である との印象 を作

りだ してい た。こうした理 由か らイギ リスは 日本の国際社会への復 帰 を阻 もうと してい

た(中 北1992)。

1954年 、アメ リカの説得 もあ って 日本は コロンボ ・プ ランへ の参加 が認め られ る

が、当初 は技術協力の分野 に限 られる。 しか し、 日本が参加 を許 された ことは英国の警

戒心 を弱め るうえで効 果 を もった。55年 に日本 は念願のGATTへ の正 式加盟が実現

す る。

2.岸 ・池 田 政 権 の 時 代 高 度 成 長 の 時 代(II)

鳩山、石橋の短命内閣をへて誕生 した岸政権は、アジアとの民族的な結び付 き重視を

打ち出し、経済的な自主外交を色彩 を強める。岸は日本の首相 として初めて東南アジア

諸国の歴訪 し、アジアの開発のために 「東南アジア開発基金構想」をアメリカにぶつけ

る。そのための受け皿 として、国内では日本輸出入銀行に基金を設置する準備を進めた。

結局、アメリカの支援を受けることができず、この構想は流産するが、アメリカの資本、

日本の技術、東南アジアの資源の3者 を結び付けようとするもので、アメリカの資金を

背景に日本が発言権を強め、独自の役割を果 して行こうとするものであった。

所得倍増計画を掲げて登場 した池田首相は、高度経済成長を達成するための前提条件

として欧米諸国を中心 とする貿易パー トナーとの開放体制の確立 ・強化を重視 し、その

実現を望んだ。とくに、欧州諸国が援用 していたガット35条 による対 日留保の撤回を
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め ざ して通商航海条 約の締結 を推進す る とともに、IMF、GA]rrで の昇格 を達成す る。こ

う した流れの 中で 、東南 ア ジア との関係 では対米協調路線 を維持 しつつ 、これ ら諸国 と

の国際分業の拡大 を強 く望 んだ もの と考 え られ る(4)。 これ らの動 きは、基本的 にはグ

ローバ リズ ムの重視 に立脚す る ものであ り、それゆえ東南 アジアに対 して特段 に強い政

治イデ オロギー を打 ち出す もので はな く、 中立的 な姿勢で臨む ものであった(5)。

この頃、高度成長 を背景 に 日本 は先進国 としての 自信 を深め る。毎年各国 に対 して 円

借款 が行 われ、 日本 とアジ ア諸 国 との経 済的 な結 び付 きは一層 強 まった。特 に、196

4年 にはOECDの 加盟、IMF8条 国への昇格が実現 し、これ に伴 って 日本 は先 進国

としての責務が問 われるこ ととなる。他方、 日本の貿易収支は黒字基調が次第 に定 着す

る。DACに 加 盟 した 日本 は、あたか も賠 償の先細 りを埋 め合 わす形 でODAを 増大 さ

せ るが 、 これは 日本か らアジアへ資金 を供給 す る重要 なチャ ンネルの確立 につ なが る。

続 く佐藤 内閣の下では、1965年 か ら台湾、韓 国へのODAを 開始 し、経 済協力 を

軸 に したアジア外 交 を展 開する。翌66年 に、マニ ラを本部 にADBが 創設 されるが 、東

南 アジア とい う 「地域」 を対象 に、ア メリカと並 ぶ最大 の拠 出国 として積極 的にその運

営 に関与 してい く。本部 の東京 誘致 に対 して支持 を得 られ なか ったことは、まだアジァ

諸 国の抵抗感が強 かった表 れ と言 える。 しか し、初代総 裁は 日本 人であ り、その後 も一

貫 して 日本人であ り、日本 のアジア向 けの経済協力の 中心 となってい る。 日本が経済的

な先進 国 と してそ の責務 を遂行 す るとい う意味 を次 第に強 く帯 びて くる。

1969年 には 日本の対外直接投資 が完全 に自由化 され る。 日本の対外投資は、70

年代 頃か ら大 きな うね りが観察 され、60年 にはわずか に1億 ドル強だ った ものが、7

0年 代 には9億 ドル、73年 には35億 ドル と急角度 に増加 する。これ は 日本産業の重

化学化 の波が 「生 産」か ら 「輸 出」へ と継起 したあ と、やがて、海外投資(企 業進 出)へ

と波 及 してい った表れ とみ ることがで きる。

なかで も、 日本 の比較 優位 を失 った産業 、 とくに、繊 維、家電 な どの 「消費財」産業

が東南 アジ アに対 しては輸 出代 替 を目的 と して生産基地 の移転 を進 める。これは東南 ア

ジア諸 国の輸入代 替型の 開発戦 略 と合 致する ものであった。日本 企業 による直接投資 は

アジア との貿 易 を現地生産 に代 替 させ 、貿易 を縮小す る効果 をもた ら したと考 えられ る

が、同時 に、日本の比較劣位 産業 をア ジアへ移転 させ 、域内全 体の産業調整 を促 進す る

原動力 とな る。

日本 が東 南 アジアの経済開発 に対 し熱意 を強めた背景 には、ベ トナム戦争が激化す る
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なかで、アメリカの負担 をできるかぎり軽減 しようとの意図が秘められていた。アメリ

カは日米貿易合同委員会などの場を通 して経済面で日本に対 して応分の負担を求めてい

たが、日米間の役割分担のなかで、日本はADBへ の協力に加えて、東南アジア閣僚会

議の東京開催、農業開発基金の設立など一連の外交努力を積極的に推進する。東南アジ

アを一つのまとまりとして認識 し、その開発 を進めるという姿勢 を強めてい く。

以上の経過のなかで、東南アジア地域の開発協力を組織化を促す本格的な動 きは19

60年 代半頃から徐々に顕在化 して くる。

組織化 を促す一つの要因は、1958年 にECが 共同市場を設立 し域外諸国に対する

貿易障壁を高めたことである。この結果アジアが世界の趨勢か ら取 り残 されるのではな

いか との危惧を強め、こうした動 きに対抗するためには関係国が結束する必要があると

の観点から、小島清教授 はPAFTADを 提唱 した。翌68年 には東京でアジア ・太平

洋協力をテーマとする日経シンポジウムが開催され、当時の三木外相 も強い関心を示す。

アジアの組織化を促 したもう一つの要因は、南北問題が重要性 を強めたことである。当

時、南の国々は国連貿易開発会議(UNCTAD)を 主な舞台に国際経済秩序の改革を

要求 していたが、これに対する日本の取 り組みは概 して消極的であった。このためにア

ジア諸国か ら厳 しい批判 を買うことになる。しか し、これをきっかけに日本では途上国

の問題が単に経済問題だけですまず、もしそれを看過 していれば政治的な不安定を増幅

し、アジアに深刻な政治危機 をひき起こすか可能性があるとの危機関感を強めた。

こうした認識の転換 を促 したのは、アメリカがベ トナム戦争に本格的に介入 し、また、

中国の核実験 による軍事大国化など、一連の国際情勢の大きな変化があげられる。日本

は非軍事面から対米支援する見地から、アジアに対する経済協力に積極的に取 り組んで

応分の負担 を果 して行 こうと意図 したのである。具体的には、1966年4月 に設立さ

れた東南アジア経済開発閣僚会議は、戦後 日本が初めて企画 し主催 した国際会議で、ア

メリカの強い要請を受けて開かれたものであったが、この結果、農業開発基金をアジア

開発銀行の中に設置することが決まったほか、日本はGNPの1%ま で援助をできるだけ

早期に達成するのを約束をする。

以上にみるアジア経済開発に対する制度化 ・組織化の動 きは、基本的には新 しい制度

を導入することによって人為的に経済の枠組みに働 きかけてい くアプローチである。し

か も、先進国が主導権 を握 りながら地域主義 を推進 していこうとい う考え方が うかがえ

る。
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これに対 して現実に開発途上国が主導権を取 りながち、アジアに統合化の動 きが形成

されるのは、1980年 代後半に至って東南アジアが世界の成長地域として浮上 し、世

界経済との相互依存関係が深まる時代が到来するのを待たねばならなかった。

4.経 済 大 国 の 時 代(III) 福 田 ドク トリン以降

(新冷 戦時代)

1970年 代 に入 ると世界経 済の構i造変化 は ます ます鮮明 にな り、それに連動 しなが

らアジア情勢 は急展 開 をみる。

1971年8月 、アメリカのニ クソン大統領 は新経済政策 を発表 して、輸入課徴金 を

発動 す ると もに、米 ドルの金平価 を大幅 に切 り下げるこ とを発表す る。つづいて、19

73年10月 には第4次 中東戦争が勃発 し、これ をきっか けにOPECが 原油価格が一

挙 に4倍 に引 き上 げる挙 にで る。

この ような経 済的 な与件の激変は 日本 の経 済関係者 に大 きな衝:撃を与 え、高度 成長の

前提条件 を覆す意味 を もっていた。

す でに国内で深刻 なインフレに襲 われていた 日本 では、石油 シ ョヅクに よって狂乱物

価が猛威 をふる う。石油危機 は 日本経 済の もつ対外 的な脆弱性 をいや応 な く露呈 させ た。

この事態 に対 して、同盟 国であったアメリカが 日本 に対す る石油 の安定供 給 を明確 に約

束す るこ とな く、む しろ反 アラブ路線 を日本 に強 く迫 ったこ とは過度 の対米依存 の外交

の危険性 を浮か び上 が らせ る結果 となる。 日本 はアメ リカの くび きを離れ 、資源確保 を

め ざ して積極的 な外交 を展 開する。 しか し、田中の資源外交 はアメ リカの反発 を招 くこ

ととな り、結局 、試み は挫折す る。

アジア との関係で は1974年 、田中総理 は東南 アジア歴訪 に際 して、バ ンコク、ジャ

カル タで、 日本商 品の氾濫 に反発 した学生 デモ隊 に取 り巻かれ、反 日暴 動 にまで発展 し

大 きな シ ョックを もた らす。摩擦 をひ き起 こ した背景 には、経済交流が深 まるの に伴 っ

て、対 日貿易依存度 が高 ま り、一部の国は直接投資 や政府援助 な どが集 中 した。 このた

め 日本側 のわずかな変化 に よって貿易相手国が大 きな影響 を受 ける とい う非対称性が発

生 したに も拘 らず、日本側 が十分 な配慮 を払 うことな く無神経 に振舞 っていた とい う事

情 があげ られ る。

日本 は アジアとの関係 を根本的な見 直 しをせ まられる。 この結 果、日本の関係者は従

来の 日米 二国間 を越 える、 よ り多角 的な協議 の枠組み を構築す ること、 とりわけ、アジ
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ア ・太平洋地域 の協力 の必要性 を痛感す るようになる。具体的 には、一つは、次 にのべ

るASEAN重 視 に立つ 一種 の 自主外交であ り、 もう一つ は環太平洋構 想であ る。

このよ うな外交上 の転換 を もた らした契機 は、先 に述べ たようにベ トナム戦争の終結

であ り、米 中間の和解 が進 んだ ことであった。ベ トナム戦後 は共産圏国家の成立 を もた

ら し、東南 アジア情勢 を流動化す る方向へ と押 しや るとと もに、他 方で東南 アジア全域

を展望 に入れ た経済協力 を行 うことを可能 に した(菊 池1995)。 日本 は地域協力 を

強化すべ くASEANの 結束強化 を支援 する。アジア自身 はそれ までの輸入代 替型の 開

発 戦略か ら、先進国 との相互依存関係 を前提 とす る輸 出主導型 のそれへ と転換す る。

最初 にASEANを 積極的 に評価 し、これ との対話路線 を重視 したの は、財界 、 とく

に、経済 同友会 であった。同友会は、ベ トナム戦争 の終了、米軍 のアジアか らの撤 退後

の事態 をいち早 く予想 して、アジア地域 の安定 と発展 を図る うえで 日本 の果 たすべ き役

割 が大 きい こと、その ため には民間部門が積極的 なイニシアテ ィブを とって、ASEA

Nと の経 済交流 を図るべ きとの主張 を打 ち出 し、1974年6月 に東南 アジア経営者会

議 を設置 する。

日本 と東南 アジア との経 済関係 の重心 は、援助か ら直接投 資や技術 協力へ移 る。これ

に伴 って、民間 レベルでの情報交換 や投資環境の整備 などが ます ます重要度 を高め る。日

本企業が 円高、経 済の成熟化、アジア諸 国のキ ャッチ ・ア ップが進 むとい う事態 のなか

で、みず か らの競争力 を維持 してい くため には生産基地の海外 への移転 をを積極 的 に進

めていか ざるを得 ない。

当初、ASEANに 対 してその存立 を危ぶむ見方が強かった。同友会 な ど財界 主導の

動 きに対 して、政府 、 とくに外務省 は拒 否反応 す ら示 した(6)。 しか しその後、ASE

ANが 地域的な連帯機 構 としてその能力 を示 すにつれて、周辺 国の評価 も変貌 し、その

強靭性 を高め発展 を支援 す ることが外交 の柱 として定着 してい く。こうしたアジ アへ の

経済協力 を重視 させ る契機 とな ったのが、マラ ッカ海 峡防衛論 であ った。当時 日本 の輸

入原油 の8割 、貿 易の4割 が どう海峡 を通過 している以上、その安全 を確保す る ことが

日本 の経済安全保障 の根 幹につなが る重要性 を持つ のであ り、それ故、東南 アジアへ の

経済協力 を強化 する必要 がある とい うもの であった。

この ような姿勢 を明確 に打 ち出 し、アジアに対す る コミッ トメン トをはっ きりと示す

機縁 となったのが 、1977年8月 、福 田首相 の東南 アジア歴訪であ り、 また、最後 の

訪問地 マニラで の演説 のなかで宣明 した 「福 田 ドク トリン」で ある。日本 は経済面 で、域
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内共同プ ロジェク トに対する資金援助 を約束す るほか、さらにフ ォローア ップ として、U

NCTADの 交渉枠組み に沿 った形で、日本 とASEANと の問 に輸出価 格安定化 基金

(STABEX)を 設定するための予備 的な協議 な どが続 けられ る。この ような作 業は南

北交渉上 画期 的な試みであ ったが、結局 、今 日まで陽の目をみ るには至 っていない。

さ きに、PAFTADに 代表 され る地域主義 の先駆 的なアプローチにつ いて紹介 した

が 、この ような アジア ・太平洋協 力 に対 す る考え方 を一層洗練 させ たのが大平首相 が提

唱 した環太平洋構想 であ る。21世 紀 を展 望 した とき、アジア ・太平洋地域 は世界 の総

人口の半分 をしめ、潜在力 にあふれた もっともダイナ ミックな地域 である との展望 をま

す ます多 くの人 々が示 す ようになる。その 一方で 、アメ リカの相対的 な実力の低下 は明

白となっていった。だが、アメ リカのパ ワーが低下 し、過度の衰亡 を放置す ることは国

際 シス テムを不安定 にする虞 れを増大 させ る。そこで アメ リカをアジアに引 き込 み、関

心 をアジアに向 けるこ とでアメ リカの指導力 を補強 し、日米同盟 を建 て直す とい うのが

構 想の背後 にある基本 的な考 え方であ った。

1978年 大平首相 は 「環 太平洋構1想」 を提唱 し、80年1月 、大平 ・フ レーザ ー会

談 で、「太平洋共 同セ ミナー」が開催 される。セ ミナーの開催 をきっかけ に して、財 ・官 ・

学 の三者 か ら個 人の資格で参加 して太平 洋協 力 を話 し合 う場 として、太平 洋経 済協 力会

議(PECC)が 創設 され る。

っつ く中曽根 時代 は、新冷戦 の時代であ り、軍事上 のアメリカの対 ソ ・パ リテ ィを回

復す るため に西側 同盟路線が浮上する。 しか し、その依 って立 つ政 治哲学 は基本 的に大

平首相の それ を継承 す るものであった。経済面では先進 国経 済の再 活性化 を期 して、規

制緩和や民営化 が推進 される。アジ ア独 自の役 割 をあま り表面 に出 さず に、アメ リカと

そ りを合 わせ て、ASEANの 顔 を立 てなが ら、着実 に実務的 なつ なが りを強め てい く

とい うのが指針 であった。

巨大 な構造変化 は経 済面で起 きた。 日米 間で貿易不均衡が増 大 し、これ を是正す る見

地か ら、1985年9月 、 ドル高の修 正が行 われる(プ ラザ合意)。 これ をきっか けに一

気 に円が上昇す る。円高 は日本企業の アジ アへ の生産移転 を加速 し、以来、アジアの投

資 と生産 ・調達 ・開発 面で ネッ トワーク を組 んで多 国籍的 な経営 を展 開す る 日本企業が

著 しい増加 をみ る。

こう して1980年 代後半以降、アジア ・太平洋地域 は輸出主導型の 開発戦略 を軸 に

して急速 な経済発展 を とげ、「世界の成長セ ンター」と呼 ばれる ようになる。日本 はアジ
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ア諸国 か らの製 品輸入 のアブソーバ ーと して だけで はな く、投資の担い手 として資金協

力や技術移転 な どの面 で大 きな役割 を増大 させ た。西太平洋地域で は経済的 な相互依存

が増大 し、単 に 日本 か らだけではな く、NIESか らもASEANや その周辺国への投

資や域 内貿易が著 しい増加 をみる。この地域 は有史以来の経 済統合へ の歩み をすすめ 、事

実上の経済交流圏 を形成 しつつあ る。

1989年11月 、アジア ・太平洋地域 にお ける最初の政府間協 力機構iと して アジア

太平 洋経済協力会議(APEC)が 成立 した。そ して、94年11月 、第二 回非公 式首

脳会 議では、2020年 までに加盟国内で貿 易 ・投資の 自由化 を推進 す ることが検 討 さ

れてい る。底 流 にあ る考 え方は、「開かれた地域主義」 とい う考 え方 である。

「開かれた地域主 義」とは、地域 の経済的 な統合 をめ ざすが、第三 国に対 して開かれて

いる こと、その程度 までの地域主義 とい う意味であ る。これに対 して、最恵 国待遇 を狭

く解釈 し、法的 な解釈 を重視す るNAFTAやEUと は性格 を異 にす る。一方、 この よ

うな考 え方 は、マハ ティール首相の提 唱 にな るEAECと も快 を分 かつ。EAECは 白

人国家 を排 除 し、アジア人 だけか らなるグループの結成 をめ ざす か らである。 なお、E

AECに 対 しては、アメ リカを初 めてアジア ・太平洋諸国 か ら反発が強 く、結局 、その

排他性 をい くぶ ん薄めた形で、94年 月EAEGと して発足 をみ る。

拡大経済 圏の形成 とともに民 間の役割 は自ず と高 ま らざるを得 ない。例 えば、 自動 車

の プロジェク トでは、す でに87年 か らはASEAN域 内で部品相互補完計画(BBC)

が設立 され、域 内で部 品 を相互 に調達 した場合 には、関税が半減 され る特典が与 え られ

てい る。 さらに93年1月 、ASEAN自 由貿易圏(AFTA)が ス ター トし、域 内に

自動 車、電機 ・電子製 品 などの完成 品 と部 品の関税が15年 間かけてゼ ロにまでの引 き

下げ をめ ざ してい る。これ によって 日本 とアジアか らの部品や製品輸 入 によって水平分

業 を促 し、相互 に発展 して きた。同時 に、企業 内分業 も促進 されるの で、企 業の戦略が

日本 とアジアとの ネ ッ トワークの外延 を画定 する契機 とな って くる。

5.課 題 と展 望

敗戦後、封鎖経済から再出発 を余儀なくされた日本は、ガット・IMFに 代表される

開放体系に復帰するために、経済の自由化、民間部門のウェイ トを高めていった。対外

的には賠償 をきっかけにアジアに対する輸出拡大の基盤が築 き上げられ、重工業化への

プロセスを歩んできた。やがて、60年 代に入って日本の高度成長が軌道に乗って、先
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進国への仲間入 りしてい くと、賠償は援助 とは主客交替 し、しかも援助はほとんどすべ

てがアジア諸国に配分 される。しかも、援助はODAを 中心 とするがアジア銀行などを

とお して多国間協力という形 をとる。こうしてアジアに対する積極的な経済援助は60

年代中盤には一つの完成期に到達する。

1970年 代に入ると民間レベルで貿易 と直接投資が急増 し、さらに民間部門が経済

活動全体にしめるウェイ トが急速に高まる。援助の額 じたいは拡大を続けるが、地理的

な範囲はアジア以外の諸国に広がるだけでなく、人道援助、環境対策、累積債務問題な

ど政治的 ・社会的な理念 を全面に出 し、援助 と貿易 ・投資との関係は希薄になる。

こうした大きな流れのなかでアジアに対する経済協力 も政府主導から民間主導へと大

きく変容 し、市場 メカニズムが浸透 し、日本 とアジアの市場 とは統合が進んでいる。い

ま、アジアを舞台に展開されている地域主義の流れは、相互浸透の動 きを追認 し、制度

的な枠組みを強化するものである。日本と周辺アジアとはネットワークを通 じて相互依

存を深め、企業はますます国内の制約、制度の違いを乗 り越えようとめざす。もちろん、

国家の存在 を不要にするものではないが、これまでの国家の並存を前提 していたアジア

の経済関係をさらに大 きく変貌 させる原動力になるであろう。

【注 記】

(1)も っ とも、敗戦 に よって 日本 は戦前の経済関係 か ら決 別 し断絶 したのではな く、昭

和 の総 動員体制 を継承 し、戦争 か ら成長へ 目的 を入 れ替 えたうえで シス テムその もの を

強化 した とす る考 え方が提起 され、注 目を集め ている(野 口1995)。(ま た、濱下 は

敗戦直後 か ら共産 中国が誕生す るまで間、中国 とは戦前の在華紡 な どを通 して、上海 と

大 阪 ・神戸 との間で密接 な経済交流があ った ことを強調 している)。

(2)日 本 は1951年 にココムに参加す るが、アメリカ側 は ココム用の リス トに加 えて、

約400品 目に及ぶ禁輸 リス トを提示 し、これ を日米秘 密協定 とい う形 で 日本側 に呑 む

よう迫 る(52年9月)。 これに より、日本 の対 中統制 はアメ リカ、カナ ダを除 くどの国

よりも厳 しい もの となった(石 井1992)

(3)日 本 の中国市場へ の過度 の依存 は避 けるべ きだが、 されば といって、 日本の中国向

け輸 出 を禁止 すれば、 日本経済は 自立で きるまで回復 で きるはず がな く、これはアメ リ

カの対 日援助 の額 を膨 らませ る虞がある と考 えていた(石 井1992)。

(4)た だ し、1963年 、 ビニ ロン ・プラン ト輸出 に対 して輸銀資 金 による延べ払い取
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引 を許可 し、中国か らは歓迎 される。 しか し、これは台湾 の強い反発 を呼 び、日台関係

の悪化 をまねいた ため、吉田書簡 の発 出によって、結局 、輸銀資 金の使用 は見送 るこ と

となる。 これは、池 田外交の経済重視の姿 勢 を表 わす とともに、その限界 を同時 に示す

ものであ る。

(5)桶 渡 由美(1990)に よれば、池 田は、軍事的 な機構 と切 り放 された組織体 と し

て、EECに 匹敵す る経済的 ・政治的 な統 合体 をアジアに創設 しようとの構 想 を持 って

いた とされ る。これは、実質的 にはその後 、大平 首相のお声掛 か りで始 まる環太平 洋協

力構想 へ とつなが ってい くもの と解釈 で きる。

(6>い わ く、「ASEAN地 域連合 は認 め られない。アジアの一つの地 域連合 はアジアの

安定 と逆行 する」、「ASEAN地 域連合はいずれ消える」と。これ に対 して、「民 間 と政

府 とは立場 が違 う」 との立場か らこれ に従 わず、結局、名称 だけはASEANと はつ け

ない こととなった(加 留1992)。
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